
年度 年度 実績 目標値 実績 目標値 実績 目標値 実績 目標値 実績 目標値 年度 年度 実績 目標値 実績 目標値 実績 目標値 実績 目標値 実績 目標値

※丸数字は県と市町村との共有項目

目標指標数①

R７年度実績 58

R８年度実績 58

R９年度実績 58

R１０年度実績 58

R１１年度実績 58

67.2%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

(5)ライフライン・インフ
ラの確保対策

１
事
前
防
災

災害ボランティアセンターの
受け入れ体制整備

33.5㎞
（9.1㎞）

0 39

49災害廃棄物の円滑な処理
(12)災害廃棄物等の
処理対策

40人-循環社会推進課
災害廃棄物研修における自治体
職員及び関係団体等の参加者
数

36人33人R11 40人- 39人38人37人

毎年度1回R51回
防災対策企画課
（防災対策班）

孤立集落対策訓練の実施回数 1回1回1回1回

23台23台13台 23台

毎年度 24回 24回 24回 24回 24回

R11 82.5% 83% 84%

90%
(100%)

90%
(100%)

県と連携して防災訓練を実施し
た防災関係機関の割合

防災対策企画課
（防災対策班）

75.5% R5 100% R11 

11,000人以上

74% 100%

10,208人 11,000人以上

優先啓開ルート上の道路のり面
対策率

道路保全課 64% R5 72%

100%
地域の実情に応じた避難訓練等
の実施率

地震体験車等の体験者数
防災対策企画課
（防災推進班）

100%学校安全・安心支援課 100%

（８）ボランティアとの連
携

23
災害時を想定したNPO活動のレ
ベルアップ研修の実施回数

協働・共助推進室 - - 2回 毎年度 3回 1回 2回

地震体験車の活用

総合防災訓練の実施

20

21

R5 261㎞ R11 251km 246㎞ 249㎞

交通の分断を防ぐ対応の推
進

26名

9,796人 R5 11,000人以上 毎年度
（７）防災教育・防災訓
練の充実

学校における防災教育の推進 ⑲

253㎞ 257㎞ 261㎞

17
優先啓開ルート上の橋梁耐震化
率（平成8年より古い基準で設計
されたもの）

道路保全課 58.2% R5 71.5%

15

16

41.5%

100%

2回

24回

72%18

上水道基幹管路の耐震管延長 環境保全課 231㎞

R11 10市町村10市町村

防災対策企画課
（防災推進班）

69.9%
(82.8%)

14市町村

孤立可能性集落に対する自
助・共助の推進

㉘
孤立可能性集落に対する学習会
等の実施回数

- 24回
防災対策企画課
（防災推進班）

-

R5
90%

(100%)

32.8%31.4%

41.5% R11 40.3% 39.5%

90%
(100%)

90%
(100%)

地域における消防の充実・
強化

㉙ 機能別消防団員導入市町村数 消防保安室

R11 

14市町村11市町村 12市町村 13市町村8市町村

自主防災組織の活動促進 ㉗

自主防災組織避難訓練等実施
率
(津波浸水想定区域内に居住地
域がある自主防災組織等)

R5

自主防災組織等への女性
参画の促進

㉖

90%
(100%)

R11 88.2%

40.5% 41.0%39.4% R5

地震保険の加入促進 55 地震保険加入世帯率
防災対策企画課
（防災推進班）

30.6%

ＢＣＰ策定企業の割合（中小企
業）

経営創造・金融課

31.9% 32.0%

企業への事業継続計画（ＢＣ
Ｐ）の策定支援（中小企業）

58

1回 1回

40.0%

㉕
自主防災組織等(住民30人以上)
における防災士確保割合

防災対策企画課
（防災推進班）

81.0% R5 87%

㉔ 自主防災組織率
防災対策企画課
（防災推進班）

97.4% R5 100%

29.9%

85%

自主防災組織等(住民30人以上)
における女性防災士の確保割合

防災対策企画課
（防災推進班）

26.9%

R11 97.8% 100% 100%

30.7% 28.4%R5 34.2%

100%

100% 100.0% 100%

文化財における耐震対策の
推進

32.5%R5 34.0%

86%

(13)防災情報対策 防災情報の収集体制の充実 50 高所カメラの設置台

87%

34.2%

12回

32名

危機管理室 13台 R5

30名

2回 2回

28名

R11 

454箇所454箇所 R11 452箇所 418箇所 427箇所ため池対策 53 防災重点農業用ため池の整備数 農地・農村整備課 400箇所 R5

34.0%

100% 100% 100%

33.0% 33.5%

文化課

1回

（９）総合的な防災力
の向上

自主防災組織の結成促進 436箇所 445箇所

R5 32名

防災士の養成 R11 100% 100% 100%54
文化財の現状に応じた修理や耐
震対策の実施率

防災対策企画課
（防災対策班）

孤立集落の通信手段の確保

1回

(1)被災者等の生活再
建等の支援

３
復
旧
・
復
興

22
災害ボランティアセンター運営マ
スター数

協働・共助推進室 18名

12回 12回

R5 100% 毎年度 96.7%

11,000人以上

R11 30人 24名

100%

R5 12回 毎年度 12回 12回

11,000人以上

100%

100%100% 100%

11,000人以上

100% 1回1回 1回 1回R5 1回 毎年度 1回 1回(11)遺体処理対策
広域火葬計画及び葬祭用品
確保体制の周知

48 市町村説明会の開催回数 食品・生活衛生課 1回

避難所における携帯トイレ等の
備蓄目標を達成している市町村
の割合

協働・共助推進室

67.0% 69.0% 71.0%R11 65% 63.0% 65.8%

R1１ 65% 65% 65% ㊼
(10)保健衛生・防疫対
策

被災地域の衛生環境の改善66% 69%

2,276地区 2,288地区 2,300地区2,300地区 R11 2,252地区 2,252地区 2,264地区山地災害の防止対策 14 山地災害危険地区整備数

1回ライフライン事業者との連携強化 1回 1回1回 1回 1回
ライフライン事業者との訓練等の
実施回数

防災対策企画課
（防災企画班）

1回 R5 1回 毎年度

600人以上 600人以上 600人以上600人以上 毎年度 637人 600人以上 600人以上
被災宅地危険度判定士の確
保

43
被災宅地危険度判定士の登録
者数(安定した確保数)

都市・まちづくり推進課 642人 R5

18市町村 18市町村 18市町村

18市町村 18市町村18市町村 18市町村13市町村

2回 2回

666戸
土砂災害対策(土石流・がけ
崩れ・地すべり)

13
土砂災害のリスクが軽減される
家屋数

砂防課 411戸 R5 712戸 825戸 1,220戸1,220戸 R11 701戸 582戸

無電柱化の推進 12
無電柱化推進計画における無電
柱化整備率

道路保全課 14% R4 2回2回 毎年度

(4)土砂災害・地盤災
害対策

森林保全課 2,228地区 R5

750人以上

17市町村

750人以上 750人以上750人以上 毎年度 927人 750人以上 750人以上
被災建築物応急危険度判定
士の確保

42
被災建築物応急危険度判定士
の登録者数(安定した確保数)

建築住宅課 880人 R5

上下水道施設の耐震化

R5 18市町村 毎年度 18市町村18市町村 18市町村

2回 2回 2回
災害時外国人支援セミナーの開
催回数

国際政策課 2回 R551.7% 65.9% 71.7%71.7% R11 26.4% 37.2% 38.8% 41

-
給水ネットワークを活用した水道
施設(隧道)点検率

企業局工務課 80% R5 80% R7

83% R11 72.4% 75% 77%
避難行動要支援者への避難
支援

㊴
平常時から地域へ避難行動要支
援者名簿情報を提供している者
の割合

福祉保健企画課 73.4%

- - - -

-

80% 80% - - -
水道施設(隧道)の劣化状況
等の点検〔県企業局管理：
工業用水道事業〕

11

浄水場等の耐震化〔県企業
局管理：工業用水道事業〕

10 既存施設の耐震化率 企業局工務課 76% R5

85法人 93法人 100法人100法人 R11 55法人 69法人 77法人
災害時における福祉的支援
の充実

40 DWAT協定締結法人数 福祉保健企画課 53法人 R5

79% 81% 83%

R7 95% 90% - - -9
既存施設(水路工作物)の耐震照
査率

企業局工務課 90% R5 90%

- - - - -76% R7 76% 76% -

100%

水路工作物の耐震照査〔県
企業局管理:電気事業〕

R11 100% 100% 100%㊲
避難所における飲料水の備蓄目
標を達成している市町村の割合

協働・共助推進室 100.0% R5 100%

R5

- - -- -

水管橋等の耐震化〔県企業
局管理：電気事業〕

8 100%- -
既存施設(水管橋・建物)の耐震
化率

企業局工務課 95% R5 95% R7

1回

-

100%

総合防災訓練(実動訓練)での訓
練回数

-
広域防災拠点における物資輸送
訓練回数

防災対策企画課
（防災企画班）

- -R5 97% R7 91% 97% - 1回 1回

- - - - 飲料水の確保95% 95% - -

100% R10 98.7% 98.7%

民間物流事業者との協力体
制の確立

(5)緊急輸送のための
交通の確保・緊急輸送
活動

(3)医療対策

社会福祉施設の耐震化 6 社会福祉施設の耐震化率

保護・監査指導室/高
齢者福祉課/こども･
家庭支援課/障害福

祉課

98.3% R5
防災対策企画課
（防災対策班）

1回

1回 毎年度

100% 100%R11 100% 100%

特定建築物の耐震化 7 特定建築物の耐震化率 建築住宅課 90%

1回 1回 1回 1回

1回

99.1%

- - - - - - 1回 1回

1回35 R5 1回 毎年度 0回

医療政策課 88.7% R5

R11 74人 74人 78人33 災害医療コーディネーター数 医療政策課

100%34
多数の傷病者の受入れを想定し
た災害実動訓練を実施した災害
拠点病院の割合

医療政策課 92.8% R5 100%90% 91%94% R11 89.2%

- - - -R2住宅の耐震化 ④ 住宅の耐震化率 建築住宅課 84%

670人

100%93%

685人 700人R11 698人 640人 655人32 大分DMAT隊員登録者数 医療政策課 611人 R5 700人

-

(2)救助・救命対策

災害派遣医療チームの機能強化

病院の耐震化 5 病院の耐震化率 92%

- - - 82人 86人 90人

5バース

246,000件

２
災
害
発
生
時
対
応
と
そ
れ
へ
の
備
え

市町村の受援体制の確保

災害拠点病院の機能強化

外国人への支援

51

(8)避難者等への対応

(15)様々な地域的課題
への対応

36

66人 R5 90人災害医療コーディネート体制整備

99.6% 100% -

港湾課 4バース R5 7バース R11 

279,225件216,000件 226,000件 236,000件
県民安全・安心メール及び防災
アプリ等の登録件数

防災対策企画課
（防災推進班）

196,151件 R5 256,000件 R11 

18市町村

耐震強化岸壁の整備 2 耐震強化岸壁の整備数

R11 18市町村18市町村 18市町村㉚
災害対策本部設置・運営訓練等
実施市町村数

防災対策企画課
（防災対策班）

10市町村 R5 18市町村
37.4㎞
（10.1
㎞）

18市町村

市町村の災害対策本部の機
能強化への支援

35.2㎞
（9.4㎞）

35.9㎞
（9.6㎞）

18市町村18市町村 18市町村

R11 34.5km
34.6㎞
（9.2㎞）

5バース

256,000件

94%

海岸保全施設の整備 1
海岸保全施設整備延長
（農地海岸及び漁港海岸保全施
設整備延長）

港湾課/河川課
漁港漁村整備課/
農村基盤整備課

5バース

18市町村 18市町村

住民等への情報提供 3

18市町村
防災対策企画課
（防災対策班）

- - 18市町村 R11 16市町村5バース 7バース
受援計画に基づく図上訓練等実
施市町村数

5バース（１）津波防災対策

                                        第２期大分県地震・津波防災アクションプラン目標指標一覧表　

柱 施策項目 アクションプラン項目 目標指標 担当所属
基準値 数値目標 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度

柱 施策項目 アクションプラン項目 目標指標 担当所属
基準値数値目標 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度

36.8㎞
（10㎞）

R5
37.4㎞

（10.1㎞）
(1)災害対策本部の機
能強化

年度 数値なし（集計中含む）② 達成項目③ 未達成項目④ 達成率（③／(①ー②)）

19

㉛

孤立可能性集落内での分散
備蓄や通信手段確保等の孤
立対策の推

㊳
飲料水、食料などの生活物資の
分散備蓄や通信手段確保等の
対策を進める集落数

防災対策企画課
（防災推進班）

- - 464集落 R11 53集落 93集落 186集落 279集落 372集落 464集落

災害時に避難所となる県立
学校施設の安全確保及び環
境改善

応急仮設住宅供給体制の確
立

44
建設可能地データ整備市町村数
(精度の高い情報の維持)

建築住宅課 18市町村

100% 100%

22.2% R5 100% R11 55.5% 55.5% 77.7% 100% 100% 100%

100%87%62%61.9%R11 100%--

23台

52

迅速かつ確実な罹災証明の
交付体制の確保

56
住家被害認定調査研修会の開
催回数

防災対策企画課
（防災企画班）

1回 R5 2回 毎年度 2回 2回 2回 2回 2回 2回

衛星携帯電話の操作訓練等実
施回数

12回

1回

12回

23台 R11 13台

100% R5 

（２）建築物の耐震化等

（３）火災対策

(2)経済の復興

被災者支援の体制の充実 57
被災者支援に関する研修会の開
催回数

協働共助・推進室 - - 1回 毎年度 1回 1回 1回

R11 食品・生活衛生課 11市町村 R5 15市町村避難所のペット対策の強化 ㊺
ペット同伴避難対応可能な市町
村数

(7)食料・水、生活必需
品等の物資の調達

教育財務課
指定避難所になっている県立学
校体育館の空調整備率

46

92% R7 88% 92%


